
第９回 横浜市建築物等における不良な生活環境の解消及び 

発生の防止に関する審議会 
 

日 時：令和３年１月 21日(木)    

      午前９時 30分から 10時 30分まで 

場 所：横浜市役所 18階共用会議室 

なみき 18・19 

次 第 

１ 開会                       

  
 

２ 議題 

 (1)  会長・副会長の選出 

(2)   令和２年度上半期の件数等について              【資料３】 

(3)   個別事案について                      【資料４】 

 

                        

 

３ 閉会 

 
 
 
 
 
 

【資 料】 

 資料１   委員名簿 

  資料２－① 条例（一部抜粋） 

 資料２－② 審議会運営要綱 

資料３   令和２年度上半期の件数等について 

資料４   個別事案の状況について 
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横浜市建築物等における不良な生活環境の解消及び 

発生の防止を図るための支援及び措置に関する条例（一部抜粋） 

 
 
第５章 横浜市建築物等における不良な生活環境の解消及び発生の防止に関す

る審議会 
（横浜市建築物等における不良な生活環境の解消及び発生の防止に関する審

議会） 
第 13 条 市長の附属機関として、横浜市建築物等における不良な生活環境の解

消及び発生の防止に関する審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じて、第１条の目的を達成するため 、次に掲げ

る事項について調査審議し、又は答申する。 

(1) 第８条第１項の規定による命令及び第９条第１項の規定による代執行に

関すること。 

(2) その他建築物等における不良な生活環境の解消及び発生の防止に関し市

長が必要と認める事項 

３ 審議会は、建築物等における不良な生活環境の解消及び発生の防止に関し

必要な事項について、市長に意見を述べることができる。 

（組織） 

第 14 条 審議会は、委員 10 人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が任命する。 

(1) 学識経験のある者 

(2) 関係団体を代表する者 

(3) 前２号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

（委員の任期） 

第 15 条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第 16 条 審議会に会長及び副会長１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選によって定める。 

３ 会長は、審議会を代表し、会務を総理し、会議の議長となる。 
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 
（会長への委任） 

第 17 条 審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定

める。 

 

資料２－① 



 

1 
 

 

横浜市建築物等における不良な生活環境の解消及び発生の防止に関する審議会運営要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、横浜市建築物等における不良な生活環境の解消及び発生の防止を図

るための支援及び措置に関する条例（以下「条例」という。）（平成28年９月26日横浜

市条例第45号）第13条に規定する横浜市建築物等における不良な生活環境の解消及び発

生の防止に関する審議会（以下「審議会」という。）の運営に必要な基本事項を定め

る。 

（会議） 

第２条 審議会の会議は、会長が招集する。ただし、会長が選出されていないときは、市

長が行う。 

２ 審議会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決

するところによる。 

（会議の公開） 

第３条 審議会は、公開とする。  

２ 審議会を傍聴しようとする者は、あらかじめ傍聴人名簿に記入し、係員の指示に従

い、傍聴しなければならない。 

３ 傍聴定員は、先着順で５人とする。ただし、会長が必要と認めるときはこの限りでは

ない。 

４ 会長は、傍聴者が会議運営の支障となる行為をし、指示に従わないときは、会場から 

の退去を命じることができる。 

５ 傍聴者は、会議場において許可なく撮影、録音等を行ってはならない。 

（会議の非公開） 

第４条 横浜市の保有する情報の公開に関する条例（平成12年２月横浜市条例第１号）第 

31条ただし書の規定により審議会を非公開とするときは、会長は、その旨を宣告するも

のとする。 

２ 会長は、委員の発議により審議会を非公開とするときは、各委員の意見を求めるもの

とする。 

３ 審議会を非公開とする場合において、会議場に傍聴者等がいるときは、会長は、その

指定する者以外の者及び傍聴人を会議場から退去させるものとする。 

（庶務） 

第５条 審議会の庶務は、健康福祉局地域福祉保健部福祉保健課において処理する。 

（委任） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が委員会

に諮って定める。 

 

 

附 則 

 この要綱は、平成28年12月22日から施行する。 
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＜当審議会に審議・検討をお願いしたい主な事項＞ 

 

 
 

○本市が命令・代執行を行うことが避けられないと判断した場合の意見 

（条例に基づく調査審議、答申） 

 

○本市が進めるごみ屋敷対策に対する第三者的立場からの評価 

 

○それぞれの専門的立場・視点に基づく助言 

 

○排出支援の際の処理費用の減免について、第三者的立場からの事後の 

確認・意見 

 

○その他市長が必要と認める事項  



①＋②

件数 ⼩計 件数 ⼩計 計 件数 ⼩計 件数 ⼩計

A 16 0 1 17

Ba 36 8 4 38
A 1 0 0 1

Ba 4 1 0 5
A 1 0 1 0

Ba 3 1 1 3
A 2 0 0 2

Ba 1 0 0 1
A 0 0 0 0

Ba 7 0 0 7
A 4 0 0 4

Ba 1 0 0 1
A 0 0 0 0

Ba 0 1 0 1
A 1 0 0 1

Ba 1 0 0 1
A 2 0 0 2

Ba 3 0 1 2
A 0 0 0 1

Ba 2 1 0 2
A 2 0 0 2

Ba 6 1 1 6
A 1 0 0 2

Ba 2 2 0 3
A 1 0 0 1

Ba 0 1 0 1
A 0 0 0 0

Ba 0 0 0 0
A 0 0 0 0

Ba 1 0 0 1
A 1 0 0 1

Ba 2 0 0 2
A 0 0 0 0

Ba 3 0 1 2
A 0 0 0 0

Ba 0 0 0 0
A 0 0 0 0

Ba 0 0 0 0
瀬⾕ 0 0 0 0 0

泉 0 0 0 0 0

栄 3 0 3 1 2

⼾塚 3 0 3 0 3

都筑 1 0 1 0 1

⻘葉 0 0 0 0 0

緑 1 1 2 0 2

港北 3 2 5 0 5

⾦沢 8 1 9 1 8

磯⼦ 2 1 3 0 3

旭 5 0 5 1 4

保⼟ケ⾕ 2 0 2 0 2

港南 0 1 1 0 1

南 5 0 5 0 5

中 7 0 7 0 7

⻄ 3 0 3 0 3

神奈川 4 1 5 2 3

１ 令和２年度上半期 各区の「ごみ屋敷」の件数について
 「ごみ屋敷」とは、物の堆積等に起因して害⾍、ねずみ⼜は悪臭の発⽣、⽕災の発⽣⼜は物
の崩落のおそれ等により、近隣に影響がある不良な⽣活環境としています。

市・区 判定

前年度からの
継続件数（①）

上半期新規把握（②） 上半期解消件数
10⽉1⽇現在

継続件数

鶴⾒区 5 1 6 0 6

横浜市 52 8 60 5 55
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【区ごとの詳細】

  一般廃棄物処理手数料の減免は０件でした。

全市合計 5 1 4

鶴⾒ 0 0 0

１ 解消理由について

区名
近隣への影響が
解消した件数

解消理由

6条3項による
排出⽀援

本⼈・親族による
撤去等

中 0 0 0
南 0 0 0

神奈川 2 0 2
⻄ 0 0 0

旭 1 0 1
磯⼦ 0 0 0

港南 0 0 0
保⼟ケ⾕ 0 0 0

緑 0 0 0
⻘葉 0 0 0

⾦沢 1 0 1
港北 0 0 0

栄 1 1 0
泉 0 0 0

都筑 0 0 0
⼾塚 0 0 0

瀬⾕ 0 0 0

２ 排出⽀援により解消した１件の⼀般廃棄物処理⼿数料の減免状況について



令和２年度上半期までのいわゆる「ごみ屋敷」の状況 

 
１ 平成 28 年度から令和２年９月末までのいわゆる「ごみ屋敷」件数 

  平成 28 年度の条例施行から令和元年度上半期(令和２年４月 1 日から９月 30 日ま

で)に把握した、いわゆる「ごみ屋敷」件数推移、主な堆積者の年齢や性別等の内訳を

グラフにまとめた。 

（１）年度別把握・解消件数一覧 

 28 年度 29 年度 30 年度 R 元年度 
R２年度 
4～9 月 

累計 
(Ｒ２年 9 月末) 

前年度継続件数 － 67 件 70 件 63 件 52 件 － 

新規把握件数 93 件 50 件 33 件 26 件 8 件 210 件 

解消件数 26 件 47 件 40 件 37 件 ５件 155 件 

 (排出支援による解消) （８件） （20 件） （27 件） （15 件） （１件） （71 件） 

未解消件数 67 件 70 件 63 件 52 件 55 件 55 件 

（２）年度別件数の推移（グラフ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
２ 令和元年度上半期件数の内訳 

（１）主な堆積者の性別 

複数世帯の事例は、主な堆積者について集計した。 

  ・延べ件数：年度当初と新規把握件数の合計 

・解消件数：令和２年４月１日から９月 30 日までの件数 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

年度当初

34（57％）

５（100％）

35（64％）

新規把握

６（10％）

年度当初

18（30％）

０（0％）

20（36％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

延べ件数

（60件）

解消件数

（５件）

９月末時点

（55件）

男性 男性 新規 女性 女性 新規

H28

93 67
45

30 30 29

H29

50

25

5 5 4

H30

33

5 5 5

R元

12 12 10

R2

8
7

0
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平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年(４～９月)累計(R２年９月末)

H28 H29 H30 R元 R２

新規把握 

２(3％) 



（２）世帯状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
（３）家屋の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ その他 

 平成 28 年度から令和２年度上半期(令和２年４月１日から９月 30 日まで)までの把握、解消、

未解消件数について主な堆積者を年代別にまとめた。 

 ※複数世帯の事例は、主な堆積者について集計した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
解消のしやすさに年代別の傾向はみられない。 

年度当初

36（60％）

３（60％）

38（69％）

新規把握

５（8％）

年度当初

16（27％）

２（40％）

17（31％）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

延べ件数

（60件）

解消件数

（５件）

９月末時点

（55件）

単身 単身 新規 複数 複数 新規
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把
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解
消

未
解
消

H28 H29 H30 R１ R2（４～９月）

40～64歳 65～74歳 75歳以上 不明

年度
件数 把握 解消 未解消 把握 解消 未解消 把握 解消 未解消 把握 解消 未解消 把握 解消 未解消

40〜64歳 50 10 40 67 27 40 50 21 29 41 13 28 33 3 30
65〜74歳 19 5 14 22 8 14 25 6 19 23 9 15 18 1 17
75歳以上 22 9 13 28 12 16 28 13 15 25 15 9 9 1 8
不明 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
計 93 26 67 117 47 70 103 40 63 89 37 52 60 5 55

H28 H29 H30 R１ R2（４〜９⽉）

年度当初

28(46.7％)

60.0%

56.4%

新規把握

６(10.0％)

年度当初

22(36.7％)

40.0%

38.2%

0%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

延べ件数

（60件）

解消件数

（５件）

９月末時点

（55件）

戸建て 戸建て新規 集合住宅 集合住宅新規 公営住宅 公営住宅新規

新規把握 

１(1.6％) 

新規把握 

１(1.6％) 

年度当初 

2(3.3％) 

新規把握 

３(6％) 
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